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議案第８６号 令和５年度習志野市一般会計補正予算（第６号） 

１ 歳入歳出補正予算 補正前 ７３３億５,６９６万円 

 補正額    １４億６,８５４万７千円 

 補正後 ７４８億２,５５０万７千円 

 

（歳出概要）・住民税非課税世帯生活支援給付金（追加分）支給事業 

      ・介護サービス事業者支援事業 

      ・障害福祉サービス事業者支援事業 

      ・新生活スタート応援臨時給付金支給事業 

・議員報酬及び手当等 

      ・給与改定及び決算調整による人件費 

 

議案第８７号 習志野市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

「地方公共団体の手数料の標準に関する政令」の改正に伴い、戸籍法の規定

に基づく戸籍証明書等の広域交付※１等の手数料を、政令と同額で新設するもの

です。 
※１ 本籍地以外の市区町村の窓口でも、電算化された戸籍に係る戸籍（除籍）証明書を

請求できるようになります。欲しい戸籍の本籍地が全国各地にあっても、一か所の市区

町村の窓口でまとめて請求できます。 

項目 手数料 

戸籍証明書の交付手数料 １通につき ４５０円 

戸籍電子証明書提供用識別符号※２の交付手数料 

戸籍電子証明

書提供用識別

符号１件につき 
４００円 

除籍証明書の交付手数料 １通につき ７５０円 

除籍電子証明書提供用識別符号※２の交付手数料 

除籍電子証明

書提供用識別

符号１件につき 
７００円 

届書等情報の内容の証明書の交付手数料 １通につき ３５０円 

届書等情報の内容を表示したものの閲覧手数料 

届書等情報の

内容を表示した

もの１件につき 
３５０円 

※２ 戸籍（除籍）電子証明書（電子的に戸籍（除籍）情報を証明したもの）を確認する

ために必要となる符号で、戸籍（除籍）証明書等の添付の代わりとなるものです。 

 

（施行期日） 

令和６年３月１日から施行します。 
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議案第８８号 習志野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

期末手当を年間４.４月から０.１月分引き上げ、年間４.５月とするものです。 

対象年度 ６月期 １２月期 

本年度 2.2 月 
2.3 月 

(現行 2.2 月) 

令和６年度 

以後 

2.25 月 

（現行 2.2 月） 

2.25 月 

(改正前 2.3 月) 

（施行期日等） 

令和５年度の期末手当については、公布の日から施行し、令和５年１２月１日

から適用します。 

令和６年度以後の期末手当については、令和６年４月１日から施行します。 

 

 

議案第８９号 習志野市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

期末手当を年間４.４月から０.１月分引き上げ、年間４.５月とするものです。 

対象年度 ６月期 １２月期 

本年度 2.2 月 
2.3 月 

(現行 2.2 月) 

令和６年度 

以後 

2.25 月 

（現行 2.2 月） 

2.25 月 

(改正前 2.3 月) 

（施行期日等） 

令和５年度の期末手当については、公布の日から施行し、令和５年１２月１日

から適用します。 

令和６年度以後の期末手当については、令和６年４月１日から施行します。 
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議案第９０号 習志野市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

１ 人事院勧告及び千葉県人事委員会勧告に準じ、次のように改正するものです。 

（１） 給料月額を増額改定します。 

  ア 行政職給料表平均改定率 ０.９％ 

  イ 初任給（月額）  

区 分 改正前 改正後 

大学卒 １９万１,７００円 ２０万２,４００円 

短大卒 １７万２,６００円 １８万４,６００円 

高校卒 １５万８,９００円 １７万  ９００円 

 

（２） 期末手当及び勤勉手当を次のとおり引き上げます。 

ア 期末手当を年間２.４月から０.０５月分引き上げ、年間２.４５月（定年

前再任用短時間勤務職員※１にあっては年間１.３５月から０.０２５月分引

き上げ１.３７５月分、会計年度任用職員にあっては０.０５月分引き上

げ２.６月分）とします。  

イ 勤勉手当を年間２.０月から０.０５月分引き上げ、年間２.０５月（定年

前再任用短時間勤務職員※１にあっては、年間０.９５月から０.０２５月分

引き上げ、０.９７５月分）とします。  

区分 対象年度 ６月期 １２月期 

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員 ※ １ 以

外 の 職

員 

本年度 

期末手当 1.2 月 
1.25 月 

（現行 1.2 月） 

勤勉手当 1.0 月 
1.05 月 

（現行 1.0 月） 

令和６年度 

以後 

期末手当 
1.225 月 

（現行 1.2 月） 

1.225 月 

（改正前 1.25 月） 

勤勉手当 
1.025 月 

（現行 1.0 月） 

1.025 月 

（改正前 1.05 月） 

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員※１ 

本年度 

期末手当 0.675 月 
0.7 月 

（現行 0.675 月） 

勤勉手当 0.475 月 
0.5 月 

（現行 0.475 月） 

令和６年度 

以後 

期末手当 
0.6875 月 

（現行 0.675 月） 

0.6875 月 

（改正前 0.7 月） 

勤勉手当 
0.4875 月 

（現行 0.475 月） 

0.4875 月 

（改正前 0.5 月） 

※１ 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員を含む。 
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２ 新型コロナウイルス感染症の「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律」における位置付けが５類感染症に変更されたことにより、人事

院規則に定められた防疫等作業手当の特例に関する規定が改正されたことに伴

い、防疫等作業手当の特例規定を次のように改正するものです。 

区分 改正前 改正後 

支給要件 

新型コロナウイルス感染症の患者

又はその疑いのある者がいる区域

又はいた区域その他の市長が別に

定める区域において、新型コロナウ

イルス感染症から市民等の生命及

び健康を守るために緊急に行われ

た措置に係る作業であって、市長が

別に定めるものに従事したとき 

特定新型インフルエンザ等（政府対

策本部が設置されたもので、市長が

別に定めるもの）から人の生命及び

健康を保護するために行われた措

置に係る作業であって、市長が別に

定めるものに従事したとき 

支給額 

１日当たり３,０００円 

（新型コロナウイルス感染症の患

者若しくはその疑いのある者の身

体に接触して又はこれらの者に長

時間にわたり接して行う作業その

他市長がこれに準ずると認める作

業に従事した場合は、１日当た

り４,０００円） 

１日当たり１,５００円以内※２ 

（緊急に行われた措置に係る作業

であって、心身に著しい負担を与え

ると市長が認めるものに従事した

場合は、１日当たり４,０００円以

内※２） 

※２ 支給額は、上記の範囲内で作業に応じて規則で定める額 

（施行期日等） 

１（１）については、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用します。

ただし、会計年度任用職員については同年１２月１日から適用します。 

１（２）のうち令和５年度の期末手当及び勤勉手当については、公布の日から

施行し、令和５年１２月１日から適用します。 

１（２）のうち令和６年度以後の期末手当及び勤勉手当については、令和６年４

月１日から施行します。 

２については、公布の日から施行します。 

 

議案第９１号 習志野市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例及び

習志野市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を

改正する条例の制定について 

 「地方自治法」の改正により、会計年度任用職員に対して勤勉手当を支給する

ことができることになったことに伴い、改正するものです。 

 令和６年度から、会計年度任用職員に対して次のように特別給を支給します。 

区分 期末手当 勤勉手当 合計 

支給月数 2.45 月※ 2.05 月※ 4.50 月※ 

※ 議案第９０号により習志野市一般職の職員の給与に関する条例が改正された場合 

（施行期日） 

令和６年４月１日から施行します。 


